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34 回目を迎えたが、開催史上初めて 600 名を超える参加があり、オバマ政権の科学技術政策
に対する高い関心が窺われた。











国の研究開発投資を GDP 比 2.66% から 3% 以上に増加させる方針が出されており、これは





























 FY 2009 R&D Appropriations (as of 2/09 excl. stimulus)
Percent Change from FY 2008 (as of FEBRUARY '09)
Source: AAAS estimates of R&D in the FY 2009 omnibus / continuing resolution.   Excludes supplemental (stimulus) appropriations in ARRA (P.L. 111-5).























数は、2009 年 7月3日現在で1,502 例である（厚生労
働省の報告による）。44 都府県で感染者が報告されて
いるが、兵庫県 244例、大阪府225 例が突出して多く、














































1）　（独）製品評価技術基盤機構　プレスリリース（2009 年 5 月 29 日）
　　http://www.bio.nite.go.jp/release/press20090529flu.html
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トピックス2　60GHzの近距離・高速データ通信規格の発表が相次ぐ



























「Wireless Gigabit（WiGig）」の 3 つが挙げられる。
　「WirelessHD」は米国・日本・韓国メー カー主体で開






　「IEEE802.15.3c」は 2.5GHz 版の WPAN 規格であ







　2009 年 5 月には、規格名称を冠した米国・日本・
韓国メーカーが主体のアライアンス団体が、「Wireless 
Gigabit（WiGig）」規格を 2009 年の第 4 四半期に発表
することを明らかにした 4）。この規格は、HDビデオ以
外にも、家電、携帯端末、PC などで数 Gbps のデー
タ転送を省電力で行うことを想定している。







1）　小川博世「60GHz 帯ミリ波ワイヤレスアクセスシステムの標準化動向」電気学会誌、125 巻 2 号、2005 年
2）　WirelessHD コンソーシアムのホームページ：http://www.wirelesshd.org/
3）　IEEE 802.15 Working Group for WPAN ホームページ：http://www.ieee802.org/15/pub/TG3c.html
4）　Wireless Gigabit アライアンスのホームページ：http://wirelessgigabitalliance.org/about/
5）　（独）情報通信研究機構（NiCT）News：http://www.nict.go.jp/publication/NICT-News/0703/research/index.html
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
図表　IEEE規格による各種無線通信方式
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注：Ecma International（旧ECMA）; European associ-
ation for standardizing information and communica-
tion systems



























































1）　Begtrup, G. E. et al., “Nanoscale Reversible Mass Transport for Archival Memory”Nano Lett. Vol.9,1835（2009）
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トピックス5　IMD世界競争力年鑑による不況下の国際競争力予測
　2009 年 5 月、スイスのビジネススクールである国際
経 営開発 研究 所（IMD: International Institute for 










では45、2008 年版では46、2009 年版では 50 項目）が、
横軸を起きそうな年、縦軸を想定される影響の大きさと



































性）テスト注 3）では、競争力総合ランキング 1 位である
米国は 28 位にとどまり、1 位デンマーク、2 位シンガ
ポール、3 位カタール、4 位ノルウェー、5 位香港と、
小規模国（地域）が上位を占めた注 4）。
 その他の分野	 TOPICS	 Others
参　考
























3 位シンガポール、4 位スイス、5 位デンマークである。
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データとのリンクが進んでいる。
2007 年にイギリス化学会が立ち上
げた Prospect プロジェクト 2）や、




























































た、先に紹介した PLoS ONE では
コミュニティブログ every ONE












































































































































て い る CrossRef で は、 新 た に
CrossCheck と呼ばれる不正探知プ
ロジェクトを 2008 年 6 月に開始し
た 13）。これは、インターネットか
らコピー＆ペーストした文章を発






























































は、DOAJ（Directory of Open 
Access Journals）によると4170誌、






（Directory of Open Access Repos-
itories）によれば、2009 年 6 月現在
で 1400 機関を超えている。日本の
機関レポジトリ数も 100 を超え、








































標 準 化 機 構（National Information 
Standards Organization、NISO）が、
2008 年 1 月から機関を同定する基
準作りに着手している 18）。
図表 1　Ranking of Web of World Repositories による機関レポジトリ総合評価ランキング
科学技術動向研究センターにて作成
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論文誌の電子ジャーナルをめぐる最近の動き
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在運営している e─Rad 35）、 国立
情報学研究所の科研費データベー
















































ている Serials Solutions 社は、XML

































図表 4　 独自の研究者 IDを持つ主な政府機関系データベース
科学技術動向研究センターにて作成
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論文誌の電子ジャーナルをめぐる最近の動き
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2009 年 4 月 30 日から 5 月 1 日に
かけて、全米科学振興協会※ 1）（The 





















































注1：例年、フォーラム前に公表される 2010 年度（2009 年 10 月～ 2010 年 9 月）の予算案の公表が遅れた。
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2  基調講演
　AAAS 会長 Peter Agre 氏から、
基調講演者の John P. Holdren 氏に
ついて以下のような紹介があり、
大きな拍手で迎えられた。
　J.Holdren 氏は 2006 年 2 月から






























の投資を現在の GDP 比 2.66% から
3% 以上に増加させると誓約した。
これは 1964 年の宇宙開発競争時代
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※ 2　STEM 基礎教育プログラム：オバマ政権下で推進されている科学教育プログラムであり、Science, 

















　図表 2 は 2009 年度の景気刺激策
を反映させた予算分配状況である。
図表 2　米国の 2009 年度予算分配表（景気刺激策含む）
出典：Albert H.Teich 氏講演スライド

















 FY 2009 R&D Appropriations (as of 2/09 excl. stimulus)
Percent Change from FY 2008 (as of FEBRUARY '09)
Source: AAAS estimates of R&D in the FY 2009 omnibus / continuing resolution.
Excludes supplemental (stimulus) appropriations in ARRA (P.L. 111-5).
DOD "S&T" = DOD R&D in "6.1" through "6.3" categories plus medical research. 






















































































































































































レクター）は、2007 EPA MSAT 









































































































































































（補足2）2009 年 5 月 7 日、2010 年











































































vation Program と Manufactur-
ing Extention Partnership）17）
　そのほか、国立衛生研究所（NIH）
は 1.4％増の 308.38 億ドル、航空宇
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University  Social Responsibility）などに関心を持つ。
http: ／／www.nistep.go.jp ／ index ─ j.html
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No 掲載号 題　　　　名 著　　者




次世代 LSI用リソグラフィー 技術の研究開発動向 小笠原敦






次世代 Si-MOS デバイスの研究開発動向 小笠原敦
























次世代デバイスの研究開発動向（IEEE IEDM より） 小笠原敦
11 2002-2
痴呆研究の動向 ─アルツハイマー病を中心に─ 蛯原弘子・茂木伸一













米国科学技術政策の最新動向 ─ 2002 年 AAAS 年次コロキウム速報─ 清貞智会
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1 月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術




















































います。2005 年には 2 年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
科学技術動向研究センターとは

